



































第 4 章では，第 3 章で開発したプログラムにおける効果の持続性を明らかにするために，プロ




第 5 章では，第 3 章で開発したプログラムの課題であったラジオ局の時間的・人的負担を軽減
し，かつラジオ局だからこそ取り組み可能なプログラムを再検討して開発し，高校生を対象に実
施して育成効果を評価した．その結果，活動全体をワークショップ形式にしたことにより高校生
が主体的な態度で取り組めたことから，メディア・リテラシー育成に有効だったことを明らかに
している．このプログラムは第 3 章で開発したプログラムの約半分の期間と時間に短縮されてお
り，他のラジオ局による実施可能性が高まったことを示している． 
第 6章には，本研究の成果と課題が示されている． 
以上要するに本論文は，日本におけるメディア・リテラシーの育成には，放送局，とりわけラ
ジオ局が音声メディアの特性を活用して取り組むことの意義を指摘し，ラジオ局が取り組みやす
いプログラムを開発・改善したものであり，情報社会が急速に進展する今日における人間社会情
報科学の発展に寄与するところが少なくない．よって，本論文は，博士（情報科学）の学位論文
として合格と認める． 
